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1. はじめに 

総合科学技術会議は、大規模な研究開発その他の国家的に重

要な研究開発について、国の科学技術政策を総合的かつ計画的に

推進する観点から、自ら評価を行うこととされている（内閣府設置法 

第 26 条）。 

このため、総合科学技術会議では、新たに実施が予定される国

費総額が約 300 億円以上の研究開発について評価を行い、その結

果を公開するとともに、評価結果を推進体制の改善や予算配分に

反映させることとしている。評価にあたっては、あらかじめ評価専門

調査会が、必要に応じて専門家・有識者の参加を得て、府省におけ

る評価の結果も参考に調査・検討を行い、総合科学技術会議はそ

の報告を受けて結果のとりまとめを行うこととしている。 

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」は、

平成24年度予算概算要求において、経済産業省が新たに実施する

こととした事業であり、平成 24 年から平成 33 年までの 10 年間の国

費総額約 291 億円を見込む大規模研究開発である。総合科学技術

会議では、評価専門調査会に当該研究開発に関係する分野の専門

家・有識者を交えて調査・検討を行った。その結果を踏まえて評価を

行い、その結果をここにとりまとめた。 

総合科学技術会議は、本評価結果を関係大臣に通知し、実施計

画や推進体制の改善、予算配分への反映を求めるとともに、評価専

門調査会において、その実施状況をフォローアップすることとする。 
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2. 評価の実施方法 

 

2.1. 評価対象の概要 

○名称：『超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開

発』 

○実施府省：経済産業省 

○実施期間及び予算額： 

平成 24 年度から平成 33 年度まで。 

国費総額約 291 億円。 

平成 24 年度予算概算要求額約 60 億円。 

 

○事業内容： 

光配線（高屈折率、低減衰率の微細な光導波路）や光素子（小

型で低損失な光変調器、受光器等）の開発を行い、光エレクトロニ

クス（エレクトロニクスとフォトニクスの融合）実装システム技術を実

現することにより、今後、電力消費が急増すると予想されるサーバ

等の電子機器の消費電力を大幅に削減する。 

 

2.2. 評価目的 

総合科学技術会議は、国の科学技術政策を総合的かつ計画的

に推進する観点から実施し、評価結果を関係大臣に通知して、当

該研究開発の効果的・効率的な遂行を促進することを目的に評価

を実施する。 

 

 



 

3 

2.3. 評価方法 

(1) 評価検討会の設置 

評価に必要な調査・検討を行うため、評価専門調査会［参考

1］の有識者議員１名、専門委員 3 名に、外部より当該分野の専

門家・有識者 3 名の参加を得て、評価検討会を設置した［参考

2］。 

当該分野の専門家、有識者の選任においては、評価専門調

査会会長がその任に当たった。 

 

(2) 評価時期 

評価結果を推進体制の改善や予算配分に反映させる必要が

あるため、予算概算要求提出後、10 月より調査・検討を開始し、

年内に評価結論を得ることとした［参考 3］。 

 

(3) 調査・検討方法 

ア．過程 

・ 第 1 回評価検討会において、経済産業省の担当室長他から

研究開発等の内容について説明を受け[参考 4]、質疑を行い、

イ．の調査・検討項目を念頭に問題点や論点候補について議

論した。その後、この議論と評価検討会委員から提出された

追加質問に基づく追加説明依頼項目について、経済産業省

へ対応を依頼した。また、評価検討会委員からの評価コメント

を踏まえ、論点を整理した。 

・ 第 2 回評価検討会において、追加説明依頼項目について経

済産業省から説明を受け[参考 5]、質疑を行い、問題点や論

点を議論した。 

・ 第 1 回、第 2 回評価検討会での調査・検討内容及び、評価検

討会委員からの評価コメントを踏まえ、評価結果原案(評価に
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係る調査・検討結果)を作成した。 

・ 評価専門調査会において、評価結果原案(評価に係る調査・

検討結果)を検討し、評価結果案をとりまとめ、総合科学技術

会議において審議の上、決定した。 

 

イ．調査・検討項目 

評価検討会においては、(1)の依頼項目について経済産業省

から説明を受け、(2)の調査検討項目に係る基本的な項目に加

え、評価対象事案に応じた評価の視点を明示し、調査・検討を

実施した。 

(1)依頼項目 

①名称 

②実施期間、全体事業費（うち国費）、平成２４年度予算概算

要求額 

③目的（背景、意義、効果など） 

④科学技術基本計画における位置付け等 

⑤実施内容と目標（具体的な実施内容と達成目標、期待する

成果など） 

⑥年次計画（具体的な実施内容、事業費とその用途別内訳な

ど） 

⑦実施体制 

⑧推進体制（役割、権限、責任など） 

⑨研究開発評価（評価者、実施目的、実施時期、事前評価の

結果など） 

⑩関係施策・事業との関係 
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(2)調査・検討に係る基本的な項目 

A. 科学技術上の意義 

科学技術上の目的・意義・効果等。 

B. 社会・経済上の意義 

社会・経済上の目的・意義・効果等。 

C. 国際関係上の意義 

国際貢献・役割分担、国益上の意義・効果等。 

D. 計画の妥当性 

目標・期間・予算・体制・人材や安全・環境面等からの妥

当性。 

E. 運営等 

事前評価の実施状況、評価結果の反映の仕組等。 

 

ウ．その他 

評価検討会は非公開としたが、資料は公表に適さないとされ

た部分を除き検討会終了後に公表。また、議事概要については

発言者による内容確認後に非公表情報、発言者の氏名を除き

公表。 
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3. 評価結果 

(1) 総合評価 

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」は、

電子回路と光回路をハイブリッド集積した光電子ハイブリッド回路技

術を開発することにより、データセンターを構成するルータ、サーバ

等の IT 機器内における LSI 間の配線とインターフェースの小型化、

省電力化、低コスト化を実現するものである。 
本事業は経済産業省が実施する事業であり、実施期間は平成 24

年度から平成 33 年度までである。 
 

今後、クラウド化、データ処理の高度化が進んで行く上で、データ

センターをはじめとする情報処理インフラの電力消費量は急速に増

加していくと考えられる一方で、地球的規模の課題である温室効果

ガス削減への取組みや、今回の東日本大震災を受けての電力消費

量の削減が強く求められている。 

このような状況下、IT 機器内の電気配線を光化することで、低消

費電力で付加価値の高い情報処理システムを社会に提供すること

を目指している本事業の対象とする技術開発の必要性は高い。 
 

また、IT 機器間の光通信技術が広く普及した現在、光信号のまま

でプリント基板上および LSI に信号伝送する技術が強く求められて

いる。本事業で実施される技術開発は、低消費電力化のみならず、

電子回路のプリント基板に光を導入することのメリットである高速化、

小型化・高密度化、低コスト化、回路複雑性の低減、信号伝送信頼

性向上等に大きく寄与し、従来のエレクトロニクス技術の延長では

達成できない、より高速化・高信頼化した情報処理システムの実現

が期待されるため、本事業によって開発される技術の有効性は高

い。 
 

本技術が社会に実装されるためには、従来のエレクトロニクスと

同程度の低コストかつ信頼性の高い光電気変換素子や光配線との

接続の実現、プリント基板上に光導波路を形成する技術、光と電気

が融合したシステムとしての安定性・信頼性の確保、大口径ウェハ

上に作製された光配線を搭載したインターポーザの信頼性評価とい

う今までにない評価技術開発などのブレークスルーが求められてい
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ることから、難易度の高い技術開発の必要があり、研究開発のリス

クは高い。また、求められている技術開発要素が広範囲であること

から、多くの企業間の連携や要素技術の連携・統合が必要であり、

光エレクトロニクス分野で世界をリードし、日本の国際競争力を維持

するために、国が主導して取り組む必要がある。 
 

以上のことから、本事業は、実施の意義や必要性が高く、国とし

て取り組むべきものと判断される。 

なお、本事業の実施に当たっては、以下の指摘事項を踏まえた対

応を求めるものである。 
 

 

 

（２） 指摘事項 

①光エレクトロニクス実装システム全体の目標及びマイルストーン
の明確化と計画の柔軟な見直しについて 

本事業は、長期に及ぶプロジェクトであることから、国際競争の観

点に立って、プロジェクト全体としての目標を明確にしつつ、柔軟に

計画の見直しを行っていくことが必要である。 

個別要素技術に関しては、光インターポーザ大口径ウェハプロセ

ス、LSI インターフェース設計、シリコンフォトニクスインターポーザ、

光エレクトロニクス実装システムの低消費電力化・小型化について

定量的な目標が設定されており、その見直しを行うことも計画に織り

込まれているが、それら個別要素技術を統合して実現する、製品イ

メージを基にした最終目標とその中間目標に関しては、現段階では

示されていない。 

このため、製品イメージに基づく最終目標を設定するとともに、中

間目標(マイルストーン)についても定量化できるものにしておく必要

がある。 
 
また、特に、成熟した電子回路のプリント基板にこの新技術が導

入されるためには、光導入による低消費電力化や高速化などのメ

リットを生かすシステムのアーキテクチャを設計し、その設計に基づ

いて関連技術の目標を設定することが重要である。現段階では、光
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源技術や素子実装技術などの具体的目標が示されていないので、

それらを明確にする必要がある。 
 

さらに、開発した技術が実用化されるためには、コストの低減も重

要であるが、現段階では具体的な目標は示されていない。このため、

コストについての目標を明示していく必要がある。 
 

設定した目標や達成時期については、国際的な技術開発の進展
状況との比較を基に必要な見直しを行いつつ、プロジェクトを推進す
る必要がある。 

 

 

②プロジェクトの効果的・効率的な推進体制及び実施体制の構築に
ついて 

技術研究組合等をプロジェクトの実施主体とし、プロジェクトリー

ダーを責任者として権限を集中して事業化までの推進を図っていく

体制は適切であるが、プロジェクト途中での評価結果に基づく目標・

運営体制等の見直しについての具体的な手順は現段階で示されて

いない。 

このため、経済産業省内の責任体制と併せて、評価体制と評価

方法、評価結果を計画の見直し等につなげる手順等についても全

体の事業計画の中で明確に位置付けるとともに、技術研究組合等

の構成メンバーとなる研究開発実施主体を募集する際の公募要領

等にも明示する必要がある。 
 
また、研究開発を実施していく上で、光エレクトロニクス実装シス

テムについて、これまでにない新しいシステムとして、社会に実装し

ていくためには、光と電気の融合が鍵となることから、光技術の関係

者だけでなく、LSI、コンピュータのハードウエア・ソフトウエア、コン

ピュータアーキテクチャー、ネットワークなど異分野の研究者、技術

者が一体となって課題を解決できる体制を構築することが重要であ

る。併せて、主要な適用先であるデータセンター開発の実施主体と

も密接な連携を取りながら、効率よくプロジェクトを進める体制を構

築することも必要である。 

このため、研究開発実施主体が応募する際の要件に含める等に

より、これらの研究開発の実施体制を構築することが必要である。 
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③研究開発成果を産業化、社会実装に結びつけるための出口戦略
について 

最終的なメインターゲットとしては、省電力化と高速化、小型化に

よる効果が非常に大きいと考えられるサーバとスパコンを、CPU や

メモリの LSI チップの I/O 部分の消費電力を 1/10 にすることにより、

サーバにおいては現行比で、約３割程度の省電力化を実現すること

を目標としている。この目標達成に向けて、電子回路だけで実現す

る競合技術や海外プロジェクトの動向を踏まえ、光技術の導入によ

る高機能化を、電子回路とコストパフォーマンスで勝負できるような

形で、実用化していく必要がある。 
 

また、本技術の本質的な競争力を担保するために、海外企業が

簡単に真似ることができない技術要素やノウハウを適切な形で閉じ

込めるブラックボックス化と、開発技術や製品を企業が利用し易い

形で提供するオープン化を戦略的に融合させて推進することが必要

である。 
 

本事業に関し、経済産業省は、産業政策として、設備投資に対す

る補助金サポート、企業の再編や分社化等を支援するツールを考

えているとしており、国内のデータセンターへの積極的な導入につい

ては種々検討がなされている。しかしながら、世界市場で優位に立

つためには、低消費電力と低価格で製品を提供することにとどまる

のではなく、単純な価格競争に陥らないように製品の付加価値を高

めるなど戦略的な対応を検討する必要がある。 

また、長期的な市場戦略という観点に立てば、データセンターの

海外立地が進む可能性もあることから、本施策の目標が達成される

2021 年におけるデータセンターの国内外の立地動向についての展

望を持ちながら研究開発を推進することが重要である。 
 

 

④知的財産権及び国際標準への戦略的対応について 

知的財産権を技術研究組合等で一括管理する方向は適切である

が、価値ある知的財産を生み出し、かつそれらを有効に活用する、
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知的財産の具体的な管理運営指針づくりについて、技術研究組合

等に参加する企業などが十分協議・調整しておくことが必要である。 
 
また、本プロジェクトで技術開発する成果を世界へ展開していくた

めに、経済産業省は、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現

状を分析し、今後の研究開発の進展状況を踏まえ、国際標準化に

向けてオープンに連携すべきところとブラックボックスとして競争す

べきところを組み合わせて、戦略的に推進することが必要である。 
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尾形 仁士  三菱電機エンジニアリング株式会社相談役 
長我部 信行 株式会社日立製作所中央研究所長 
河合 誠之  東京工業大学大学院理工学研究科教授 
来住 伸子  津田塾大学学芸学部教授 
高橋 真理子 朝日新聞編集委員 
中馬 宏之  一橋大学イノベーション研究センター教授 
中杉 修身  元上智大学教授 
中村 崇   東北大学多元物質科学研究所教授 
福井 次矢  聖路加国際病院院長 
松橋 隆治  東京大学大学院工学系研究科教授 
村上 輝康  株式会社野村総合研究所シニア・フェロー 
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参考 2 評価検討会 名簿 

 

 

奥村 直樹  総合科学技術会議 議員 

 

座長 村上 輝康  評価専門調査会 専門委員 

 

尾形 仁士      同 

 

中馬 宏之      同 

 

木村 忠正  電気通信大学 名誉教授 

 

小柳 光正  東北大学未来科学技術共同研究センター 

教授 

 

長谷川 淳  ルネサスエレクトロニクス技術開発本部 

副本部長 
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参考 3 審議経過 

 

１０月１１日 評価専門調査会 

 評価検討会の設置、評価時期の確認等 

 

１０月２８日 第 1 回評価検討会 

 経済産業省から事業内容のヒアリング、質疑、論

点の検討 

 ⇒追加質問を整理し、経済産業省へ対応を依頼 

 ⇒委員からの評価コメントに基づき論点を整理 

 

１１月１１日 第 2 回評価検討会 

 追加質問事項に対する追加ヒアリング、評価の骨

子の検討 

 ⇒評価に係る調査・検討結果をとりまとめ 

 

１１月２９日 評価専門調査会 

 検討会座長から評価に係る調査・検討結果の報 

 告、評価結果案の検討 

 ⇒評価報告書案のとりまとめ 

 

１２月１５日 総合科学技術会議 

 評価結果案に基づく審議と評価結果の決定 



 

 

 


